
　有害鳥獣駆除隊員の育成のため、新たに狩猟免許を取得した場合や、銃砲所
持許可を申請した場合は、今年度より費用の全額を助成します。
＜狩猟免許取得促進事業補助金＞
●対象者　新たに狩猟免許を取得する町民および狩猟免許を所持し、銃砲所持

許可を取得する町民
・有害駆除隊員として５年間以上活動が可能であること
●助成内容　試験受験者用講習会経費、試験経費、銃砲所持許可取得に要する経費　など
●補助率　１０／１０（上限額１０万円）

●申込・お問い合わせ　農林建設課　☎３７－２１１３（担当：小室）

計画的な作付け出荷で売れる農業を目指しましょう！有害鳥獣被害から農作物を守りましょう！

狩猟免許取得を支援します

　有害鳥獣から農作物を守るため、電気柵や防除ネット、花火の購入費用に対して、２／３の助成を
行っていましたが、今年度より有害鳥獣対策のための猟銃や罠などの捕獲に必要な用具の購入経費に
ついても助成を開始します。
＜有害鳥獣防止施設補助金＞
●対象　電気柵・防除ネット・花火等の防除施設、猟銃・ガンロッカー・罠等の捕獲に必要な用具
●対象者　捕獲用具に関しては、狩猟免許を取得し有害駆除隊員として５年間以上活動が可能な方
●補助率　２／３
●上限額　各施設等の補助金限度額は、次のとおりとなります。
・防除施設　電気柵（５０万円）、防除ネット等その他の施設（３０万円）、追い払い用花火（１０万円）
・捕獲用品　猟銃関連用品（２０万円）、わな関連用品（１７万円）

電気柵や狩猟器具購入費用を助成します

　農産物の出荷量や販売額を向上させるために、パイプハウスのリース事業を行っています。今年度
の事業分を募集しますので、ぜひお申込みください。また、７年間栽培を継続した場合はパイプハウ
スを無償で譲渡します。
●対象となる作物　野菜、花き、山菜、きのこ　など
●サイズの上限　３間×１０間（約１００㎡）
●対象者　町内に居住する個人及び団体
・新規または生産量を拡大すること
・申請年度から７年間栽培が可能であること
・申請者の年齢が７５歳未満（平成２９年４月１日現在）であること　など
●申込方法　農林建設課内にある要綱を確認し、所定の申請書をご提出ください。
●申込期限　４月１８日（火）
●審査・決定　提出書類を審査のうえ決定します。予算額を超える場合は厳正な抽選を行います。

パイプハウスリース希望者募集

　今年度も、１１月まで月に１度の農業普及指導員による野菜づくり研修会の開催と、巡回を予定し
ています。品目に適した土づくりと、出荷時期に合わせた計画
的な品種・種選びが大切です。野菜の栽培についての不安や疑
問にもお答えします。巡回では、畑の状態を見てもらい、アド
バイスをもらうことができます。聞きたいことがある方、巡回
をご希望の方は、農林建設課までご連絡ください。
＜野菜づくり研修会＞
●日時　４月２１日（金）　　午前１０時～午前１１時過ぎまで
●場所　峠田公民館　※峠田地区以外にお住まいの方もご参加いただけます。

巡回指導＆野菜づくり研修会開催

　病気に強い土づくりのために、現在の土壌の成分分析をすることで、どんな肥料をどのくらい撒け
ば良いのか、参考にすることができます。大河原農業改良普及センターによる土壌分析では、ｐＨや
リン酸、石灰分等の状態を無料で分析し、必要な肥料のアドバイスも受けられ
ます。特に、パイプハウスに肥料成分が残留しやすいので、分析が必要とされ
ます。町内で分析をご希望の方は、農林建設課または旬の市、道の駅に設置し
ている資料をご確認のうえ、土の採取・提出をお願いします。野菜づくりに必
要な要素を確認し、良質な土づくりにお役立てください。

土壌分析で病気に強い土づくり！
測定機器：日立アロカメディカル㈱　食品放射能測定システムＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ
　　　　　㈱千代田テクノル　ＲＡＤ　ＩＱＦＳ３００

七ヶ宿町における放射能測定結果について（12/19 ～ 3/21 測定分）

《農作物》
※食品衛生法に基づく食品中の基準値は１００
Bq/kg です。
※全て不検出

品　目 採　取　地
青 菜（ 塩 蔵 ） 山 伏 坂 峠 田
大 根 神 林 山 関
ちぢみほうれん草 侭 ノ 上 峠 田
里 芋 瀬 見 原 関

《林産物》
※食品衛生法に基づく食品中の基準値は１００Bq/kg です。

品　目 採取地 放射性セシウム
ウ ド 栽培 原谷地際 滑 津 不 検 出
し い た け 栽培 柏 木 山 横 川 19.0
た ら の 芽 栽培 古 道 湯 原 不 検 出
た ら の 芽 天然 矢 立 平 関 不 検 出

●お問い合わせ　農林建設課　☎３７－２１１３（担当：田中）
※出荷制限中の農林産物：原木しいたけ（露地）、こしあぶら（露地）

●申込・お問い合わせ　農林建設課　☎３７－２１１３（担当：田中）
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